
実施計画事業評価

親育ち推進事業 D

生涯学習振興事業 A

中小企業支援事業 A

人権啓発活動事業 A

行政改革推進事業 A

重要業績評価指標

④休止・廃止

意見等
　子育て世代のワーク・ライフ・バランス実現のため、引き続き、講座・講演会を開催するとと
もに、役場が率先して、長時間労働の是正と男性の育児休業取得に取り組み、対外的な発
信に繋げる必要がある。

今後の方向性

来年度に向けた
課題や意見等

　二宮町次世代育成支援対策及び女性活躍推進法に関する特定事業主行動計画に基づ
き、まずは、役場内において仕事と子育てが両立できる職場環境づくりを進め、対外的な発
信へと繋げていく。また、各種講座・講演会を開催し、ワーク・ライフ・バランス実現のための
普及啓発を図る。

評価者　[担当主管部長]

① 継続 ②一部改善 ③全面的な見直し

総
合
評
価

Ⅰ：基本目標の達成に向け、講ずべき施策を構成するプロジェクトとして良好であるた
め、引き続き推進する

Ⅱ：プロジェクトとしては順調に進行しているが、さらなる推進のためには、一
部、事業を改善する必要がある

Ⅲ：プロジェクト全体を見直す必要がある

Ⅳ：プロジェクトを休止・廃止する

説明
　子育て世代のワーク・ライフ・バランス実現プロジェクトは順調に進行しているが、重要業績
評価指標の達成には繋がっていないため、各実施計画事業について、プロジェクトが目指
す方向性を意識しながら事業展開を図る必要がある。

男性の家事・育児時間 今後把握
（平成28年度アンケート）

２時間以上
（平成31年度アンケート）

役場男性職員の育児休業取得割合 ０％
（平成26年度実績値）

10％
（平成27年度以降の累計実績）

・ライセンスの問題から、「そだれん」の名称使用及び内容実施は全国的に行えなくなった。
・健康・医療関連の図書、ティーンズ向けの図書を拡充した。
・社会教育会議では、「将来を担う青少年の健全育成について」を研究テーマに掲げ主体的な検討を開始した。
・育児休業取得促進について、県や関係機関等からのチラシ等を活用し周知・啓発を図った。
・法務局、県、県教育委員会、人権擁護委員、町民活動団体等と連携し、人権啓発活動を実施した。
・行政改革推進計画に沿って各種改革を進めている。

指標名 基準値 目標値

女性の就業率（25～44歳） 65.4％
（平成22年国勢調査）

70.3%以上
（平成32年国勢調査）

０２

０３

０４

０５

０６

成果や課題
（箇条書き）

プロジェクト 子育て世代のワーク・ライフ・バランス実現プロジェクト

実施計画事業名 事務事業評価

０１

総合戦略プロジェクト評価シート（平成28年度実績）

担当部課等名 政策総務部　地域政策課

基本目標 若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、子育てを楽しめる環境をつくる

施策 子育てと仕事の両立の推進

【参 考】（事務事業評価の評価指標）

Ａ：妥当性、有効性、効率性は良好のため現状維持

Ｂ：妥当性・有効性・効率性は良いが、さらに改善の余地がある

Ｃ：事業の見直しが必要 Ｄ：事業継続の必要性がない（休止・廃止）

該当評価に

レを入れてください


